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まち・ひと・しごと創生と「地方人口ビジョン」・「地方版総合戦略」

宇和島市の取り組み 

国の取り組み 

国の「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の基本的な考え

方や政策 5 原則を基に、宇和島市における、人口減少と地

域経済縮小の克服、まち・ひと・しごとの創生と好循環の確

立を目指し、策定したものです。 

2015年度から2019年度までの5年間の計画期間にお

いて、宇和島市でどのような取り組みを行っていくかを示す

もので、右に示す4本柱を軸に、施策を展開していきます。 

宇和島市総合戦略

ま
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と
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 2008年に始まった人口減少は、

今後加速度的に進みます。 

 人口減少による消費・経済力の低

下は、日本の経済社会に対して、

大きな重荷となります。 

 国民の希望を実現し、人口減少に

歯止めをかけ、2060年に国内で

1億人程度の人口を確保します。

 まち・ひと・しごと創生は、人口

減少克服と地方創生をあわせて

行うことにより、将来にわたって

活力ある日本社会を維持するこ

とを目指します。 

「
地
方
人
口
ビ
ジ
ョ
ン
」・「
地
方
版
総
合
戦
略
」

 全ての都道府県及び市町村は、平

成27年度中に「地方人口ビジョ

ン」・「地方版総合戦略」の策定に

努めます。 

 明確な目標とKPI※を設定し、

PDCAサイクル※による効果検

証・改善を行います。 

 地方公共団体を含め、女性・若

者・高齢者等、あらゆる人の協

力・参画を促します。 

 各々の地域での自律的な取り組

みと地域間連携の推進が求めら

れます。 

宇和島市の人口の現状と住民の認識を分析し、人口に関する地域課題や人口減少に対する危

機感についての認識を住民と共有するとともに、今後目指すべき将来の方向性と人口の将来展望

を提示するものです。今回の策定にあたっては、人口の見通しに関する住民意識の分析のため、

市民を対象に以下のようなアンケート調査等を実施しました。 

宇和島市人口ビジョン
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※KPI：Key Performance Indicator の略。施策ごとの進捗状況を検証するために設定する指標。 

PDCAサイクル：計画（Plan）・実行（Do）・評価（Check）・改善（Action）の４段階を繰り返すことで継続的に業務を改善する。
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1.宇和島市の人口の動向
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人口総数は一貫して減少傾向にあり、2010年の国勢調査では、8.4 万人となっています。

近年は出生数も減少しており、1990年以降は死亡数が出生数を上回る自然減の状態が続

いています。 

宇和島市の合計特殊出生率は1.63で、愛媛県で第9位です。全国平均（1.38）及び愛媛

県平均（1.50）を上回っていますが、人口置換水準※は、2.07といわれています。 
※人口置換水準：人口を維持するのに必要な出生数。 

宇和島市人口ビジョン
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15～19歳が20～24歳になる5年間で

人口の半数近くが転出

15～19歳が 20～24歳になる5年間で

人口の半数近くが転出

年齢階層別の人口移動の状況（2005年から 2010年の 5年間） 
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愛媛県下市町の合計特殊出生率（2008～2012年） 
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資料：愛媛県提供

資料：愛媛県提供

資料：国勢調査 

転出超過のうち、15～19歳人口が占める割合は44％と、この年代の半数近くが、大学進

学や就職等により市外に転出する一方、それ以降の年代では転入超過が少なく、社会減の状

態です。宇和島市の将来を担う若年層の減少は、地域や産業の活力低下につながります。 

転
入
超
過

転
出
超
過
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2. 目指すべき将来の方向性

人や地域、まちが元気になる魅力的なうわじまづくり 

国立社会保障・人口問題研究所（社人研）による推計では、2060 年の人口は約

3.5 万人と推計されています。人口減少が進むと、医療や交通、教育といった生活

に必要なサービスをどう維持していくか、道路や橋りょう、公民館等のインフラの

整備と地域産業や雇用の安定化や開発といった宇和島市が取り組んでいくべき多

くの課題を解決していくのに、大きな障害となります。 

若者の就労支援・雇用の場の創出や就業に

関する情報発信等の施策や若者にとって魅力

的な新規産業の展開を図ります。 

出産・子育てに係る児童手当等の経済的な

支援や、働く女性に対しては出産後も安心し

て仕事に復帰し、仕事を続けられるような育

児休暇制度、保育・医療面でのサポート体制

の充実を図ります。 

自治会等の地域ごとに多様な市民が参加で

きる環境の整備やイベント等の施策を展開

し、地域コミュニティの形成を支援します。

宇和島市の魅力を発信するシティプロモー

ション事業や医療・買物施設等生活基盤の充

実、教育機関と連携した子ども・学生が郷土

に愛着を持ち、住み続けたくなるような事

業・教育に取り組みます。 
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総数 0～14歳 15～64歳 65歳以上人口（千人）

○現状のまま推移すると、人口減少と少子高齢化は今後、より一層進展し、宇和島市の活力

低下が懸念されるとともに、以下のような影響も懸念されます。 

○こうした状況を克服し、魅力ある宇和島市の実現に向け、以下の方向性を目指した取り組

みを展開します。 

・地域経済の縮小    ・地域医療・福祉への影響   ・地域コミュニティへの影響

・商業・移動・子育て等に関連する生活サービスへの影響 ・自治体の健全経営への影響

社人研による将来人口推計
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社人研推計 目標値人口（千人）

出生率1.9 出生率2.1 

【短期的目標：2020年】

市民の結婚や子どもの人数

に関する希望が実現した場

合に想定される出生率 1.9

の実現を目指すとともに、

若年層を中心とした転出超

過の状況を改善します。 

【中期的目標：2030年】

人口規模が長期的に維持さ

れる水準の出生率 2.1 を目

指した出生率向上に取り組

みながら、幅広い年代の定

住や、高齢者になっても健

康でいきいきと生活するこ

とができる健康づくりを促

進します。 

【長期的目標：2060年】

5.4 万人程度の人口を維持

するとともに、人口構造の

若返りを目指します。 

■人口の将来展望 

○目指すべき将来の方向性に基づき、2060 年度の人口目標値を社人研の推計値である

3.5 万人から1.9 万人（約54％）増の5.4 万人に設定します。 
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人
や
地
域
、
ま
ち
が
元
気
に
な
る
魅
力
的
な
う
わ
じ
ま
づ
く
り

○「宇和島市人口ビジョン」において、人口の将来展望として掲げた目指すべき将来の方向性に基づき、5年間（2015～2019年度）の目標や施策の基

本的方向性や具体的な施策をまとめています。 

産業振興・雇用促進 
○地域経済縮小の克服 

○若者の就労支援 

○雇用の場の創出 

移住・定住促進 
○転出超過による人口減少

○まちの魅力の発信 

少子高齢化対策 
○多様なライフプラン 

への子育て支援 

安全･安心施策 
○健康長寿の地域づくり

○快適なサービスの提供

・担い手や後継者確保のための就業及び移住に必要な費用の助成や情報発信 

・フェアの開催等による都市圏での宇和島産品の販路拡大 

・農林水産業の生産環境の整備に対する助成を通じた担い手の育成や自立支援 

・枇杷・柿・栗などの地域産品の付加価値の創造、消費拡大 

・ブランド化や新たな特産品・加工品の商品開発に取り組む事業者を支援 

・市内外企業への情報発信や労働力ニーズに対するマッチング 

・助成制度等を通じた新規企業の立地促進と既存事業の活性化 

・中心市街地基本構想等による商業者の集積 

・宇和島藩の歴史をはじめとした、自然、文化、食などの魅力の国内外への発信 

・広域的な観光の取り組みや観光情報の多言語化の推進、外国人観光客の受け入れ体

制の強化等を通じた雇用拡大 

・移住・定住の支援に係る各種団体等と連携した、新規就業・移住に関する情報発信・

マッチング・地域との調整・就業先の確保・受け入れ後のフォローアップを一体的

にワンストップで担う体制づくり 

・首都圏等における積極的な移住フェアや相談会の開催 

・奨学資金制度をはじめとした教育費に係る保護者の負担軽減と学力向上の取組み

・宇和島暮らしを体験できる移住体験住宅の整備・利用促進 

・住宅の紹介・あっせん、空き家の活用による移住・定住先の確保、住宅確保のため

の助成等を通じ、移住・定住を「住まい」の面から推進 

・若い世代が希望通りに結婚できるように、各種事業や様々な機関と連携し、官民一

体となって、結婚への意識啓発やイベント開催による出会いの機会を提供 

・妊娠や子育ての経済的負担の軽減や心身の健全育成、相談体制の拡充等、地域全体

で子育てをサポートする環境整備を推進 

・男女がともに仕事と家庭・子育てを両立できる就労環境の向上 

・保育環境の充実や教育費に係る保護者の負担軽減 

・集会所等、地域コミュニティの活動拠点の整備を支援 

・遊休公共施設を有効活用した、地域住民や地域外の住民との交流拠点の整備 

・日常の買い物が困難な地域における移動販売事業等の支援 

・共通の課題を有する近隣市町との連携を通じ、広域連携ビジョンを作成 

・居住、健康・医療・介護、コミュニティ、社会参加、多世代共創等の機能を備えた

拠点づくり 

・定年後の世代が健やかに暮らせる環境の整備と介護予防を目的としたプログラムの

開発・実施を通じ「ロンジェビティタウンうわじま」を実現 

・三世代同居を通じた高齢者の社会参画やこれによる健康増進 

課題 基本目標 具体的な施策 
目指すべき 

将来の方向性 

宇和島市総合戦略

施策の取り組み内容 

・プチ創業応援隊等の組織と連携した、創業・起業等の支援セミナー、合同就職面接

会の開催を通じた宇和島市で働くことの魅力のPR 

・大学生等を対象としたインターンシップの受け入れ 

・就業体験や生活体験を通じた宇和島への愛着の醸成と理解深化 

・市内外の若者と市内企業や後継者のいない商業者とのマッチング 

安全・安心を確保した、持続

可能なまちづくり 

地域コミュニティ施設の新設 

0 ヶ所→1ヶ所 

介護認定率 

24.3%→20.9% 

買物に不便を感じる市民の割合 

22.4%→10.0% 

数値目標 

4

施策3 

新規創業や商業の活性化を通じた雇用の場の創出

に取り組みます 

施策１ 

これからの宇和島を支える人材の移住・定住を市

全体で支援します 

施策 2 

移住・定住のきっかけや後押しとなる「住まい」

の確保に取り組みます 

農林水産業を柱とした産業・

経済の活性化と雇用の場の

創出 

総合戦略の取組みによる新規就業者数 

440人以上 

総合戦略の取組みによる新規創業件数 

15件以上 

企業誘致数（累計） 

0 社→2社以上 

数値目標 

仕事・住まい・暮らしの整備

による移住・定住の促進 

社会移動数（転入数-転出数） 

△447人→均衡以上 

数値目標 

1

2

結婚の希望をかなえ、安心

して子どもを産み育てること

ができる環境の充実 

合計特殊出生率 

1.63→1.90 

数値目標 

3
施策1 

若い世代が希望通りに結婚できるように、出会い

と結婚を応援します 

施策 2 

妊娠や育児にかかる負担や不安の軽減等、様々な

角度から支援する仕組みづくりを実現します 

施策 1 

地域連携力を強化し、安全・安心なまちづくりを

推進します 

施策 2 

「ロンジェビティタウンうわじま構想」の実現を

目指します 

施策 2 

学生や若年層、U・J・I ターン者の市内就職・新

規創業を支援します 

施策１ 

農林水産業を柱とした地域の産業力を強化します



・創業・就業支援事業 

 若者の創業・就業の支援 
 南予地域の連携による事業承継の取り組み 
 「創業支援事業計画」の策定 

・企業誘致対策事業 

・観光振興事業 

・多様な地域商業振興事業 

・移住・定住促進事業 

 空き家バンクの充実 
 移住体験住宅・移住用住宅の整備 

・子育て支援事業 

 保護者の経済的負担軽減 
 子育て相談総合窓口の設置 
 絵本の読み聞かせ・食育の推進 
 子育て環境の充実 
 教育費にかかる保護者の負担軽減 
と学力向上の取り組み 

・母子保健事業 

 不妊治療費の助成 
 離島居住者の健康診査にかかる支援 

・宇和島版CCRC整備事業 

・スーパー高齢者づくりプロジェクト 

編
集
・
発
行

・農業就業支援事業    ・林業就業支援事業 

・漁業就業支援事業    ・産業振興事業 

・新たな特産品づくり推進事業 

・壮年就農支援事業 

・移住・定住促進事業 

・教育支援事業 

・結婚推進事業 

 うわじまMI センターの充実 
 婚活イベントの開催 

・地域コミュニティ施設整備事業 

・買物弱者支援対策事業

施
策
１

施
策
１

施
策
１

施
策
１

施
策
２

施
策
２

施
策
２

施
策
２

施
策
３

ワンストップで

サポートします

移住・就業

情報発信

宇和島市役所 総務部企画情報課  〒798-8601 愛媛県宇和島市曙町1番地 
TEL 0895-24-1111（代） FAX 0895-20-1905 

E-mail kikaku@city.uwajima.lg.jp ホームページ http://www.city.uwajima.ehime.jp/

4 つの基本目標と各施策における主な実施予定事業

3

2

1

4

人材還流・マッチング


